
県以外の出資者
広島市（90,000千円、9.0％）、ヤマハ発動機株式会社（52,000千円、5.2％）
株式会社広島銀行（30,000千円、3.0％）、マツダ株式会社（30,000千円、3.0％）
株式会社もみじ銀行（23,000千円、2.3％）、株式会社中国新聞社（20,000千円、2.0％）　など15団体

設 立 目 的 広島県管理港湾施設の管理・運営を行う。

業 務 概 要

１　港湾施設、漁港施設、公共海岸及びこれらに準ずる又は付帯する公共施設等の維持管理及び運営
２　港湾施設、漁港施設及びこれらに準ずる又は付帯する施設等の整備、保有、賃貸、維持管理及び運営
３　国際拠点港湾広島港における埠頭群の運営
４　港湾施設の利用促進に寄与する集荷促進に関する業務　外

区　分 役職員数 備　考

備　考

常 務 取 締 役 中下　達司 常勤 常 勤 監 査 役 清水　和則 常勤

取 締 役 伊藤　敬一 監 査 役 新井　幸司

監 査 役 宮﨑　誠克

監 査 役 植田　紘吉

常 務 取 締 役 山中　裕之 常勤 取 締 役 佐藤　浩之輔

常 務 取 締 役 縄谷　一久 常勤 取 締 役 内堀　達也

役　職 氏　　名 県職員である者 備考 役　職 氏　　名 県職員である者 備考

代表取締役社長 甲田　良憲 常勤 取 締 役 柳瀬　正治

人 １ 人 ０ 人 ８ 人

常 勤 職 員 数 ２８ 人 ２ 人 １ 人 ２５ 人

非 常 勤 役 員 数 ９

（２）役・職員の状況

出資法人経営状況説明書

１　法人の概要（令和８年６月19日現在）

（１）基本情報

法人の名称 (株)ひろしま港湾管理センター 所 管 課 土木建築局港湾振興課

所　在　地 広島市南区宇品海岸一丁目13番13号 設 立 登 記 平成２年４月２日

うち県出資額基本財産等の額 １，０００，０００千円 ５１０，０００千円 県出資比率 ５１％

県職員 元県職員 その他

常 勤 役 員 数 ５ 人 ０ 人 ２ 人 ３ 人

取 締 役

取 締 役

新村　貴史

中西　賢也

土木建築局　空港港湾担当部長

（３）組織の概要

（コンテナターミナル運営部）

（企画統括部）

（港湾サービス部）

（マリーナ振興部）

（常勤監査役）

担当 （３名）

企画統括チーム （６名）

営業技術チーム （３名）常務取締役

常務取締役

常務取締役

港営チーム （４名）

営業推進チーム （３名）

福山営業所・松永詰所

（４名）

管理チーム （５名）

五日市FA （１名）

※営業推進チームと兼務

代表取締役社長



（１）事業計画 （単位：千円）

7 広島港出島地区上屋
（ＣＦＳ）運営事業

自主事業
[対象施設]広島港出島地区
[内容]上屋（ＣＦＳ）の運営

124,771 124,051 720

79,3432,052,3882,131,731合　計

8 広島港港湾運営会社事業

広島県から港湾運営会社の指定を受けて行う事業
[対象施設]広島港国際コンテナターミナル、海田コンテナ
ターミナル
[内容]①コンテナ貨物の集貨促進に関する業務
　　　②コンテナターミナルの運営

9 その他業務
[対象施設]広島港国際コンテナターミナル他
[内容]広島港国際フェリーターミナル及び
　　　コンテナターミナルの自動販売機の運営

502,446

580

500,246

363

2,200

5 広島地域マリーナ施設管理
事業

広島県から指定を受けて行う指定管理事業
[対象施設]広島地域マリーナ施設
（五日市FA、廿日市BP、五日市PBS、坂PBS）
[内容]①施設等の利用に関する業務
　　　②施設等の維持及び修繕に関する業務
　　　③施設等の使用料の徴収及び収納に関する業務

189,178 194,880 ▲ 5,702

6 広島港国際コンテナターミ
ナル荷役機械等共同化事業

自主事業
[対象施設]広島港国際コンテナターミナル
[内容]①荷役機械(トランスファークレーン)の賃貸
　　　②コンテナターミナル管理システムの導入

146,470 145,625 845

3 国際埠頭施設保安対策事業

広島県からの受託事業
[対象施設]広島港、福山港、尾道糸崎港のうち
国際埠頭施設
[内容]①ゲート管理業務
　　　②巡回業務
　　　③モニター監視・緊急時対応業務

291,591 249,075 42,516

4 広島観音マリーナ管理運営
事業

広島県から指定を受けて行う指定管理事業
[対象施設]広島観音マリーナ
[内容]①施設等の利用に関する業務
　　　②施設等の維持及び修繕に関する業務
　　　③施設等の使用料の徴収及び収納に関する業務

221,742 221,576 166

1 一般港湾施設管理事業

広島県から指定を受けて行う指定管理事業
[対象施設]広島港、福山港、尾道糸崎港のうち
一般港湾施設
[内容]①施設等の利用に関する業務
　　　②施設等の維持及び修繕に関する業務
　　　③施設等の使用料の徴収に関する業務

612,681 573,923 38,758

2 国有港湾施設等管理事業

広島県からの受託事業
[対象施設]広島港、福山港、尾道糸崎港のうち
国有港湾施設
[内容]①施設等の利用に関する業務
　　　②施設等の維持及び修繕に関する業務
　　　③施設等の使用料の徴収に関する業務
　　　④施設等のヒアリ対策に関する業務

42,272 42,650 ▲ 378

２　令和８年度事業計画

事業名 事業内容 令和８年度 令和７年度 増　減
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■　自主事業の経過　

（２）予算書 （単位：千円）

当期純利益⑬＝⑩-⑪+⑫ 10,692 31,683 ▲ 20,991

法人税等⑪ 0 0 0

法人税等調整額⑫ 0 0 0

特別損失⑨ 0 0 0

税金等調整前当期純利益⑩＝⑦+⑧-⑨ 10,692 31,683 ▲ 20,991

10,692 31,683 ▲ 20,991経常利益（損失）⑦＝④+⑤-⑥

特別利益⑧ 0 0 0

営業利益（損失）④＝①-②-③ 11,346 32,958 ▲ 21,612

営業外収益⑤ 8,321 9,443 ▲ 1,122 ﾏﾘｰﾅ振興部…保険収入減

営業外費用⑥ 8,975 10,718 ▲ 1,743 リース利息の減少

売上高① 2,134,103 2,074,628 59,475
港湾ｻｰﾋﾞｽ部
…一般港湾・SOLAS受託業務収入増

■指定管理事業の状況

区　分 現　在

１　一般港湾施設 期間：令和6～10年度（5年間）
候補者の選定：非公募

２　広島観音マリーナ 期間：令和8～令和17年度（10年間）
候補者の選定：非公募

３　広島地域施設マリーナ 期間：令和8～令和17年度（10年間）
候補者の選定：公募

　平成29年4月から広島港国際コンテナターミナル（荷捌地を除く）及び海田コンテナターミナルの管理業務が、指定管理事業から広島
港港湾運営会社事業に移行した。

　平成29年4月からその他業務のうち、広島港国際コンテナターミナルの荷捌地の管理業務が広島港港湾運営会社事業に移行した。

売上原価② 1,877,938 1,804,252 73,686
港湾ｻｰﾋﾞｽ部
…防舷材工事や客船対応業務増

販売費・一般管理費③ 244,819

 【特記事項】

区　分 令和８年度 令和７年度 増　減 主な増減理由

237,418 7,401 人件費の上昇



３　令和７年度事業報告

（１）事業報告 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（２）損益計算書 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

・　一般港湾施設管理事業 について、降雪（事前含む）対応や臨時除草業務の増により、対前年度比で事業費増となった。
・　国際埠頭施設保安対策事業については、客船対応業務の増（業務単価増も含む）により、対前年度比で事業費増となった。
・　広島地域マリーナ施設管理事業については、廿日市事務所開設に伴う費用増により、対前年度比で事業費増となった。

当期純利益（損失）⑬＝⑩-⑪-⑫ 13,404 24,495 ▲ 11,091

法人税等⑪ 7,443 14,344 ▲ 6,901

法人税等調整額⑫ ▲ 2,098 ▲ 3,380 1,282

特別損失⑨ 0 54 ▲ 54

税金等調整前当期純利益⑩＝⑦+⑧-⑨ 18,750 35,459 ▲ 16,709

18,378 35,376 ▲ 16,998

235

営業外費用⑥ 10,934 12,003 ▲ 1,069 支払利息減

経常利益（損失）⑦＝④+⑤-⑥

特別利益⑧ 372 137

▲ 18,219

152

営業利益（損失）④＝①-②-③ 19,197 37,416

営業外収益⑤ 10,115 9,963

増　減 主な増減理由

売上高① 2,098,468 2,008,332 90,136 各部で増収

売上原価② 1,829,171 1,747,618 81,553
港湾サービス部…業務委託費増
ﾏﾘｰﾅ振興部…修繕費増

販売費・一般管理費③ 250,101 223,298 26,803 人件費の上昇

7 広島港出島地区上屋
　（ＣＦＳ）運営事業

自主事業として広島港出島地区において上屋（ＣＦＳ）の
賃貸を行った。

132,254 127,375 4,879

合　計 2,090,205 1,982,973 107,232

8 広島港港湾運営会社事業

9 その他業務

広島県から港湾運営会社として指定を受けている広島港の
コンテナターミナルの管理運営を行った。

広島港国際フェリーターミナル及びコンテナターミナルの
自動販売機の運営を行った。

492,831

1,297

487,870

661

4,961

636

5 広島地域マリーナ施設管理
事業

広島県から指定管理者として指定を受けている五日市漁港
フィッシャリーナ及びＰＢＳ施設等の管理を行った。

208,029 187,848 20,181

6 広島港国際コンテナターミ
ナル荷役機械等共同化事業

自主事業として広島港国際コンテナターミナルにおいて荷
役機械（トランスファークレーン）の賃貸及びコンテナター
ミナル管理システムの運用を行った。

144,869 146,949 ▲ 2,080

3 国際埠頭施設保安対策事業 　広島県から委託を受けて、国際ふ頭保安対策を行った。 254,525 224,915 29,610

4 広島観音マリーナ管理運営
事業

広島県から指定管理者として指定を受けている広島観音マ
リーナの管理運営を行った。

247,354 229,261 18,093

1 一般港湾施設管理事業
広島県から指定管理者として指定を受けている一般港湾施

設の管理を行った。
576,474 548,600 27,874

2 国有港湾施設等管理事業
広島県から委託を受けて、国有港湾施設の管理やヒアリ対

策等を行った。
32,572 29,493 3,079

事業名 事業内容 令和７年度 令和６年度 増　減

 【特記事項】

区　分 令和７年度 令和６年度



（３）貸借対照表 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（４）株主資本等変動計算書 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（５）県からの財政的支援 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

流動負債：未払消費税増
固定負債：リース債務減

委託料…一般港湾施設管理、国有港湾施設管理、国際埠頭施設保安対策、五日市・廿日市地区総括航行安全管理、クルージングコンシェル
ジュ（プレジャーボート等のビジター来訪者向け）

令和８年度においても利益計上を見込んでいるが、継続的に利益計上を確保できる企業にすべく、コスト改善、自主事業の強化を図る等の
施策を実行していく。

損失補償契約に係る債務残高 0 0 0

 【県の財政的支援の目的・内容等】

（６）経営健全化計画の推進状況など特記事項

0 0

その他（追加出資等） 0 0 0

合　計 875,734 815,391 60,343

借入金残高（期末残高） 0 0 0

債務保証額（期末残高） 0

資産

負債

委託料 875,734 815,391 60,343

貸付金 0 0 0

区　分 令和７年度 令和６年度 増　減 主な増減理由

補助金等 0 0 0

0 0 0

純資産合計⑥＝④+⑤ 1,462,526 1,449,122 13,404

株主資本合計④＝①+②+③

利益準備金

圧縮積立金

繰越利益剰余金

評価・換算差額等⑤

0

462,526

1,462,526

0

0

449,122

1,449,122

利益剰余金

計③ 462,526

資本金① 1,000,000 1,000,000 0

資本余剰金② 0 0 0

負債・純資産合計 2,475,688 2,529,727 ▲ 54,039

区　分 令和７年度 令和６年度 増　減 主な増減理由

純
資
産

         　　計　 1,462,526 1,449,122 13,404

1,000,000 1,000,000 0

余剰金（累積欠損金等） 462,526 449,122 13,404

評価・換算差額等 0 0 0

資本金

流動資産 1,180,652 1,125,126 55,526

固定資産 1,295,036 1,404,601 ▲ 109,565

資　産　　計 2,475,688 2,529,727 ▲ 54,039

繰延資産 0

流動負債 470,186 459,706 10,480

固定負債

区　分 令和７年度末 令和６年度末 増　減 主な増減理由

0

0

13,404

13,404

0

449,122 13,404

0 0

542,975 620,899 ▲ 77,924

負　債　　計　　 1,013,161 1,080,605 ▲ 67,444



（単位：千円）

科　　目 令和７年度決算 A 令和６年度決算 B 増　減 A-B 備考

１　売上高 2,098,468 2,008,332 90,136

２　売上原価 1,829,171 1,747,618 81,553

　　　売上総利益 269,297 260,715 8,582

３　販売費及び一般管理費 250,101 223,298 26,803

　　　人件費 131,737 113,180 18,557

　　　事務費 34,046 31,081 2,965

　　　業務委託費 30,858 25,693 5,165

　　　広告宣伝費 3,303 2,063 1,240

　　　施設管理費 190 190 0

　　　減価償却費 22,996 26,016 ▲ 3,020

　　　租税公課 26,971 25,077 1,894

４　営業利益 19,197 37,416 ▲ 18,219

５　営業外収益 10,115 9,963 152

　　　受取利息及び配当金 2,891 1,100 1,791

　　　その他営業外収益 7,225 8,862 ▲ 1,637

６　営業外費用 10,934 12,003 ▲ 1,069

　　　支払利息 10,529 11,066 ▲ 537 　

　　　支払手数料 50 50 0

　　　雑損失 355 887 ▲ 532

７　経常利益 18,378 35,376 ▲ 16,998

　　　特別利益 372 137 235

　　　特別損失 0 54 ▲ 54

８　税引前当期純利益 18,750 35,459 ▲ 16,709

　　　法人税、住民税及び事業税 7,443 14,344 ▲ 6,901

　　　法人税等調整額 ▲ 2,098 ▲ 3,380 1,282

９　当期純利益 13,404 24,495 ▲ 11,091

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

４　損益計算書の内訳



（単位：千円）

科　　目 令和７年度決算 A 令和６年度決算 B 増　減 A-B 備考

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

　　　　現金預金 1,007,656 898,992 108,664  

　　　　売掛金 112,961 155,835 ▲ 42,874  

　　　　貯蔵品 37,057 51,122 ▲ 14,065  

　　　　前払費用 10,454 10,819 ▲ 365

　　　　未収入金 9,072 7,928 1,144

　　　　その他 3,452 429 3,023  

　　　　流動資産合計 1,180,652 1,125,126 55,526  

　２  固定資産  

　（１）有形固定資産  

　　　　　建物 463,807 489,777 ▲ 25,970  

　　　　　建物附属設備 51,165 58,207 ▲ 7,042  

　　　　　構築物 51,431 53,338 ▲ 1,907

　　　　　機械及び装置 131,767 164,682 ▲ 32,915

　　　　　車両運搬具 586 1,175 ▲ 589

　　　　　工具器具備品 44,831 37,612 7,219

　　　　　船舶 14,676 4,518 10,158

　　　　　リース資産 257,286 305,368 ▲ 48,082

　　　　　有形固定資産合計 1,015,548 1,114,677 ▲ 99,129

　（２）無形固定資産  

　　　　　電話加入権 1,555 1,555 0  

　　　　　ソフトウェア 29,775 34,705 ▲ 4,930  

　　　　　ソフトウェア仮勘定 0 6,881 ▲ 6,881  

　　　　　無形固定資産合計 31,330 43,141 ▲ 11,811

　（３）投資その他の資産

　　　　　出資金 20 20 0

　　　　　投資有価証券・保証金 217,686 217,729 ▲ 43

　　　　　長期前払費用 14,871 20,695 ▲ 5,824

　　　　　繰延税金資産 13,323 11,225 2,098

　　　　　その他 2,258 ▲ 2,886 5,144

　　　　　投資その他の資産合計 248,158 246,783 1,375

　　　　固定資産合計 1,295,036 1,404,601 ▲ 109,565

　　　　資産合計 2,475,688 2,529,727 ▲ 54,039  

Ⅱ　負債の部  

　１  流動負債  

　　　　１年以内返済予定長期借入金 38,000 38,000 0  

　　　　短期リース債務 49,854 49,633 221  

　　　　未払金 189,864 197,266 ▲ 7,402  

　　　　未払費用 452 506 ▲ 54  

　　　　未払法人税等 3,865 15,280 ▲ 11,415  

　　　　未払消費税 28,210 1,861 26,349

　　　　預り金等 2,072 2,028 44

　　　　前受収益 147,150 145,580 1,570

　　　　賞与引当金 8,706 8,530 176

　　　　その他 2,012 1,023 989

　　　　流動負債合計 470,186 459,706 10,480  

　２  固定負債  

　　　　長期借入金 38,000 76,000 ▲ 38,000  

　　　　リース債務 239,039 288,892 ▲ 49,853

　　　　預り敷金 5,602 5,602 0

　　　　預り保証金 110,623 106,355 4,268

　　　　退職給付引当金 67,100 62,747 4,353

　　　　資産除去債務 82,612 81,302 1,310

　　　　固定負債合計 542,975 620,899 ▲ 77,924  

　　　負債合計 1,013,161 1,080,605 ▲ 67,444  

Ⅲ　正味財産の部  

　１  株主資本  

　　　　資本金 1,000,000 1,000,000 0  

　　　　株主資本合計 1,000,000 1,000,000 0  

　２  利益剰余金  

　　　　その他利益剰余金 462,526 449,122 13,404  

　　　　利益剰余金合計 462,526 449,122 13,404  

　　　純資産合計 1,462,526 1,449,122 13,404  

　負債・純資産合計 2,475,688 2,529,727 ▲ 54,039  

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。  

５　貸借対照表の内訳


